
第４章 業種別経営状況（主要業種） 
 

１ 水道事業（上水道事業及び簡易水道事業） 

 

１．事業数 

４９事業（法適用４９事業） 

（１）経営主体別 ： 県営１，市営３０，町営７，企業団営１１（うち県加入２） 

（２）事業区分別 ： 末端給水４１（うち県営１），簡易水道２，用水供給６（うち県加入２） 

   

事 業 区 分

給 水 人 口

規 模 区 分

　項 　目

全 　 国

(H 25年 度 ）
20 47 77 89 221 197 265 363 0 1 ,279

構 成 比 (%) 1 .6 3 .7 6 .0 7 .0 17 .3 15 .4 20 .7 28 .4 0 .0 100 .0

千 葉 県 2 1 5 4 9 7 6 7 0 41

構 成 比 (%) 4 .9 2 .4 12 .2 9 .8 22 .0 17 .1 14 .6 17 .1 0 .0 100 .0

事 業 区 分

給 水 人 口

規 模 区 分

　項 　目 稼 動 中 建 設 中 計 稼 動 中 建 設 中 稼 動 中 建 設 中

全 　 国 70 3 73 25 0 735 0 760 2 ,112

千 葉 県 6 0 6 2 0 0 0 2 49

1 5 万 人 以 上

3 0 万 人 未 満

末 　 端 　 給 　 水

計
3 万 人 以 上

5 万 人 未 満

1 .5 万 人 以 上

3 万 人 未 満

1 .5 万 人

未 満
建 設 中

用 水 供 給

合 計

1 0 万 人 以 上

1 5 万 人 未 満

5 万 人 以 上

1 0 万 人 未 満

法 適 用 法 非 適 用

簡 易 水 道

計

都 道 府 県

及 び

指 定 都 市

3 0 万 人 以 上

 

  都道府県で末端給水事業を実施しているのは，千葉，東京，神奈川，長野の４都県。 

  全国的には前年に比較し１１事業の減。上水道事業・簡易水道事業の統合が主因と考えられる。 

 

２．末端給水事業（４０事業、県営水道分を除く） 

（１）概 要 

   計画給水人口 ３４１万人  現在給水人口 ２８７万人 

普及率〔現在給水人口/計画給水人口〕 

  ８４．７％ 前年度比 0.1 ポイント増，H25 全国平均（９２．９％）を８．２ポイント下回る。 

    

（２）１人１日平均給水量〔（年間総有収水量/現在給水人口）／３６５〕 

    ２８１㍑ 前年度と同量，H25 全国平均（303 ㍑）を 22 ㍑下回る。 

   井戸併用家庭が多い等により全国平均に比して少ない。 

   １人１日平均給水量の年次傾向は事業所・家庭での節水等により横ばいから減少基調に推移。 
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（３）有収率〔年間総有収水量/年間総配水量〕 

  ※ 料金徴収の対象となった水量及び他会計 

等からの収入のあった水量である有収水量 

を実際の給水量で除したもの 

   ９０．７％ 前年度比 0.4 ポイント増，  

H25 全国平均（90.1％）を 0.6 ポイント上回る。 

    漏水等による有収率の低下を防ぐため 

漏水調査の定期的な実施，計画的な老朽管 

（石綿セメント管）布設替えが必要である。 

 

 

（４）施設使用効率 

  ①負荷率〔１日平均配水量/１日 大配水量×100〕 

     ８６．２％  前年度比 1.0 ポイント減，H25 全国平均（87.5％） 

  ②施設利用率〔１日平均配水量/１日配水能力×100〕 

    ６３．３％  前年度比 0.2 ポイント減，H25 全国平均（60.4％） 

  ③ 大稼働率〔１日 大配水量/１日配水能力×100〕 

    ７３．４％  前年度比 0.6 ポイント増，H25 全国平均（69.0％） 

  ④配水管使用効率〔年間総配水量/導送配水管延長〕 

  １７．５０m3/m 前年度比 0.18 ポイント減 H25 全国平均（22.80 ㎥/m） 

⑤固定資産使用効率 〔年間総配水量/有形固定資産額〕 

５．４７m3/万円 前年度比 0.07 ポイント減 H25 全国平均（7.04 ㎥/万円） 

   配水管使用効率，固定資産使用効率が，全国平均を大幅に下回るのは採算性が低い山間部や農村部等

の人口散在地区についても行政サービスとして給水を行わざる得ない状況であることを示している。 

   なお，この施設使用効率の指標は，県営水道分が除かれていることに留意する必要がある。 
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（５）経営状況 

①収益的収支 

   経常利益  ４４億００百万円 前年度 42 億 94 百万円 

     経常利益を生じた事業 ３１事業 前年度 34 事業 

     経常損失を生じた事業  ９事業 前年度 6 事業 

 

    経常収益 ７２７億２４百万円 前年度 727 億 71 百万円 

うち料金収入度 599 億 22 百万円（経常収益に占める割合 82.4％） 

ああああ前年度 601 億 08 百万円（経常収益に占める割合 82.6％） 

    経常費用 ６８６億２８百万円 前年度 684 億 78 百万円 

         受水費 249 億 67 百万円 前年度 250 億 30 百万円 

         減価償却費 186 億 66 百万円 前年度 184 億 15 百万円 

         職員給与費 54 億 85 百万円 前年度 57 億 50 百万円 

                   

累積欠損金 ２６億７３百万円 前年度 23 億 74 百万円 

     累積欠損金を有する事業 9 事業 前年度 9事業 

 

   他会計繰入金 ５５億３０百万円 前年度 58 億 53 百万円 

     うち基準内 ２４億０９百万円 前年度 26 億 06 百万円 

     うち基準外 ３１億２１百万円 前年度 32 億 46 百万円 

 

 

収益的収入に係る他会計繰入金の状況       （単位：百万円，％） 

区 分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

他会計繰入金総額 6,485 6,374 6,139 5,853 5,530

繰 入 率 8.6 8.5 8.4 8.0 7.6

 

 

経常収支比率〔経常収益/経常費用×100〕 

    １０６．０％ 前年度 106.3％，H25 全国平均（108.8％） 

   営業収支比率〔（営業収益－受託工事収益）/（営業費用－受託工事費用）×100〕 

     ９６．６％ 前年度 97.4％，H25 全国平均（112.3％） 

   収益的収入に占める他会計繰入金の割合〔他会計繰入金/収益的収入×100〕 

７．６％ 前年度 8.0％，H25 全国平均（1.5％） 

 

②資本的収支 

資 本的収入 １２３億７６百万円  前年度 139 億 32 百万円  

資 本的支出 ３５５億２７百万円  前年度 370 億 54 百万円 
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他会計繰入金   ９億８６百万円  前年度 013 億 37 百万円 

  うち基準内   ６億８３百万円  前年度 11 億 77 百万円 

  うち基準外   ３億０３百万円  前年度 1 億 60 百万円 

企業債元金償還金対減価償却額比率 ５９．５％  前年度 55.9％ 

前年比減は，主に前年度において繰上償還を積極的に実施したこと等に起因する。 

H25 全国平均（62.3％）を 2.8 ポイント下回る。 

～企業債元金償還金対減価償却額比率について～ 

企業債元金償還金対減価償却額比率＝建設改良のための企業債元金償還金／当年度減価償却

費 

企業債元金の償還は損益勘定留保資金によることとなるが，資金の内部留保の源泉は，主に減価

償却によるものであることから，当比率をみることで，投下資本の回収と再投資との間のバラン

スをみることができ，この比率が低いほど，内部留保資金が大きいことを示す。 

 

 

資本的支出の推移           （単位：百万円，％） 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

建設改良費 23,711 25,239 25,364 26,266 24,075

 割合 55.7 67.3 64.5 70.9 67.7

企業債償還金 14,509 10,751 13,147 10,286 11,106

 割合 42.1 28.7 33.4 27.8 31.3

そ の 他 519 1,498 821 502 346

計 38,739 37,488 39,332 37,054 35,527

 

（６）費用構成  

    職員給与費    ８．０％ 

    企業債利息    ５．９％ 

    減価償却費   ２７．２％ 

    受 水 費   ３６．４％ 

 

受水費が費用の４割弱を占め 

経営を圧迫する大きな原因とな 

っている。 
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（７）給水原価と供給単価 

①給水原価〔経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）/年間総有収水量〕 

  ２３２円７９銭 前年度 231 円 95 銭，H25 全国平均 173 円 18 銭 

    （内訳：職員給与費 18 円 62 銭，支払利息 13 円 68 銭，減価償却費 63 円 35 銭 

         受水費 84 円 73 銭） 

  ②供給単価〔給水収益/年間総有収水量〕 

 ２０３円３６銭 前年度 203 円 73 銭，H25 全国平均 171 円 85 銭 

   受水費が給水原価の高止まりの原因となっており，全国平均を大幅に上回っている。 

   給水原価が供給単価を上回っており，いわゆる「逆ざや」状態となっている。 

 

～高料金団体について～ 

自然条件等により資本費（設備等に係る費用）がかかり，独立採算の原則から高水準の料金設定

をせざる得ない団体に対し，一定条件（資本費，給水原価）のもとに一般会計から繰り出すことに

より，住民負担の軽減と経営健全化を図る制度。 

なお，この繰出金については，その 50％に国の財政措置（地方交付税措置）が講じられている。
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３．用水供給事業（４事業、県加入の一部事務組合を除く） 

（１）概 要 

   計画給水人口 １３４万人  現在給水人口 １１７万人 

普及率〔現在給水人口/計画給水人口〕 

  ８７．５％ 前年度比 0.4 ポイント増 

   

（２）施設使用効率 

  ①負荷率〔１日平均配水量/１日 大配水量×100〕 

     ８７．５％  前年度比 0.9 ポイント減，H25 全国平均（87.3％） 

  ②施設利用率〔１日平均配水量/１日配水能力×100〕 

    ６３．８％  前年度比 0.6 ポイント減，H25 全国平均（64.1％） 

  ③ 大稼働率〔１日 大配水量/１日配水能力×100〕 

    ７２．９％  前年度比 0.1 ポイント増，H25 全国平均（73.5％） 

  ④配水管使用効率〔年間総配水量/導送配水管延長〕 

 ２２２．０２m3/m  前年度比 2.61 ポイント減，H25 全国平均（403.80m3/m） 

  ⑤固定資産使用効率 〔年間総配水量/有形固定資産額〕 

７．３１m3/万円 前年度比 0.04 ポイント増，H25 全国平均（9.84m3/万円） 

    現在給水人口が伸び悩んでいることから計画給水人口に基づき整備した施設が過剰状態

になっていること，地理的な要因で導送水管の延長が長くならざるを得ないこと等により，

施設使用効率を示す指標は全体的に全国平均を下回っている。 

 

（３）経営状況 

①収益的収支 

    経常利益  １８億５１百万円 前年度 17 億 42 百万円 

      経常利益を生じた事業 ４事業 前年度 4 事業 

      経常損失を生じた事業 ０事業 前年度 0 事業 

経常収益 １４３億０７百万円 前年度 144 億 77 百万円 

  うち料金収入 140 億 50 百万円 前年度 140 億 79 百万円 

経常費用 １２４億５６百万円 前年度 127 億 35 百万円 

累積欠損金  ８億１４百万円 前年度 12 億 16 百万円 

     累積欠損金を有する事業 １事業 前年度１事業 

    他会計繰入金（すべて基準内） １億２５百万円 前年度 1 億 82 百万円 

収益的収入に係る他会計繰入金の状況      （単位：百万円，％） 

区 分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

他会計繰入金総額 416 321 267 182 125

繰 入 率 2.8 2.2 1.9 1.3 0.9

 
 

 経常収支比率〔経常収益/経常費用×100〕 

     １１４．９％ 前年度比 1.2 ポイント増，H25 全国平均（113.9％） 
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   収益的収入に占める他会計繰入金の割合〔他会計繰入金/収益的収入×100〕 

０．９％ 前年度 1.3％，H25 全国平均（1.0％） 

 

②資本的収支 

    資本的収入     ９億１１百万円  前年度 12 億 76 百万円 

    資本的支出    ７４億４５百万円  前年度 89 億 81 百万円 

    他会計繰入金  ５億３１百万円  前年度  8 億 39 百万円 

     うち基準内  ５億２２百万円  前年度  8 億 30 百万円 

     うち基準外     ９百万円   前年度 00 億 9 百万円 

 

資本的支出の推移           （単位：百万円，％） 

区  分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

建設改良費 1,678 1,002 1,550 1,308 1,246

 割合 14.4 11.5 16.8 14.6 16.7

企業債償還金 3,156 3,020 3,085 3,349 3,811

 割合 34.0 34.5 33.4 37.3 51.2

そ の 他 5,000 4,728 4,593 4,324 2,388

計 9,834 8,750 9,228 8,981 7,445

 

（４）費用構成 

    職員給与費   ９．１％ 

    企業債利息   ６．９％ 

    減価償却費  ３６．２％ 

    委 託 料  １５．０％ 

  水源開発及び導送水管の整備 

事業建設に伴う資本費負担 

（企業債利息及び減価償却費） 

が約５割と，費用の大部分 

を占めている 

 

（５）給水原価と供給単価 

①給水原価〔経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）/年間総有収水量〕 

    １５９円６３銭 前年度 161 円 31 銭，H25 全国平均（75 円 76 銭） 

  ②供給単価〔給水収益/年間総有収水量〕 

 １８０円０５銭 前年度 178 円 33 銭，H25 全国平均（84 円 18 銭） 

資本費（支払利息，減価償却）の高騰等により，全国平均を大幅に上回っている。 

平成１５年度までは，給水原価が供給単価を上回るいわゆる「逆ざや」状態となっていた。 

給水原価の高騰が，末端給水団体の受水費の高騰，即ち水道料金の高騰につながっている。 
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４．簡易水道事業（２事業、法適用２） 

（１）概 要 

   計画給水人口 １１，４７０人  現在給水人口 ７，０７６人 

普及率〔現在給水人口/計画給水人口〕 

  ６１．７％ 前年度比 2.3 ポイント減，H25 全国平均（72.4％）を 10.7 ポイント下回る。 

 

（２）１人１日平均給水量〔年間総有収水量/給水日数/現在給水人口〕 

    １８８㍑ 前年度比 12 ㍑増，H25 全国平均（308 ㍑）を 120 ㍑下回る。 

 

（３）有収率〔年間総有収水量/年間総配水量〕 

   ９０．３％ 前年度比 0.9 ポイント減，H25 全国平均（84.0％）を 6.3 ポイント上回る。 

 

（４）施設使用効率 

  ①負荷率〔１日平均配水量/１日 大配水量×100〕 

      ６５．８％  前年度比 3.0 ポイント減，H25 全国平均（78.9％） 

  ②施設利用率〔１日平均配水量/１日配水能力×100〕 

     ４４．０％  前年度比 1.5 ポイント増，H25 全国平均（55.4％） 

  ③ 大稼働率〔１日 大配水量/１日配水能力×100〕 

     ６６．９％  前年度比 5.2 ポイント増，H25 全国平均（70.2％） 

  ④配水管使用効率〔年間総配水量/導送配水管延長〕 

  ３．０４m3/m 前年度比 0.11 ポイント増，H25 全国平均（5.44m3/m） 

  ⑤固定資産使用効率 〔年間総配水量/有形固定資産額〕 

０．８７m3/万円 前年度比 0.03 ポイント増，H25 全国平均（2.53m3/万円） 

 

（５）経営状況 

①収益的収支 

    経常利益 

  ９．７百万円 前年度 12.0 百万円 

      経常利益を生じた事業 ２事業 前年度２事業 

      経常損失を生じた事業 ０事業 前年度０事業 

経常収益 

 ３９１．６百万円 前年度 364.7 百万円 

  うち料金収入 115.3 百万円 前年度 113.6 百万円 

経常費用 

 ３８１．９百万円 前年度 352.7 百万円 

累積欠損金 

１１０．１百万円 前年度 119.5 百万円 

     累積欠損金を有する事業 １事業 前年度１事業 
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    他会計繰入金  ２４４．４百万円 前年度 224.8 百万円 

     うち基準内   ９７．６百万円 前年度 97.3 百万円 

     うち基準外  １４６．８百万円 前年度 127.5 百万円 

 

 経常収支比率〔経常収益/経常費用×100〕 

      １０２．５％ 前年度 103.4％，H25 全国平均（96.5％） 

   収益的収入に占める他会計繰入金の割合〔他会計繰入金/収益的収入×100〕 

６２．４％ 前年度 61.6％，H25 全国平均（36.7％） 

 

 

②資本的収支 

    資本的収入    １億１５百万円  前年度 34 百万円 

    資本的支出    ２億４９百万円   前年度 1 億 58 百万円 

    他会計繰入金     ３３百万円  前年度 32 百万円 

     うち基準内     ３３百万円   前年度 32 百万円 

     うち基準外      ０百万円   前年度 0 百万円 

 

（６）給水原価と供給単価 

①給水原価〔｛経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費)}/年間総有収水量〕 

   ７８６円２２銭 前年度 747 円 31 銭，H25 全国平均（328 円 32 銭） 

  ②供給単価〔給水収益/年間総有収水量〕 

 ２３７円７２銭 前年度 240 円 69 銭，H25 全国平均（187 円 36 銭） 

 

５．現状と課題 

（１）経営環境の変化と水道事業の経営改革 

 ① 現状 

  少子高齢社会の進展，国民意識や産業構造の変化による節水型社会への移行などにより，水需要の

大幅な伸びは当面期待できない状況にある。一方で，昭和 30 年代から 40 年代にかけて新設された水

道施設の改良・更新に伴う経費の増加が今後も見込まれるなど，水道事業の経営を取り巻く環境は非

常に厳しいものとなっている。 

 ② 今後の課題 

  水道事業は，我が国の経済社会の重要なインフラとして 大限合理的かつ効率的に経営されなけれ

ばならず，そのためには，民間企業の経営手法と市場経済の下で展開されている競争原理を水道事業

に見合った適切な形態で積極的に取り入れていくことが必要である。 

  具体的には，①顧客指向（サービスと信頼性の向上），②目標による管理（目標の設定と権限・   

責任の明確化）に基づくマネジメントサイクルの確立，③管理の効率化，コスト削減等を目指した  

民間的経営手法（アウトソーシングやＰＦＩ等）の導入，④中期経営計画の策定及び職員給与・   

定員管理の適正化，⑤利用者が事業体を相互に比較評価して成果等を確認できる情報の開示等を  

取り入れていくべきである。 
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（２）水道事業の統合化・広域化 

 ① 現状 

  市町村合併により平成１５年度から事業数が減少し，経営規模が拡大した事業体も見受けられるが，

未だ，経営規模が小さく，自ら果たすべき課題について，財政面，技術面，人材面等から十分な    

対応が困難なものも見受けられる。 

   経営規模が小さい事業体については，地域住民に対するサービス水準の向上等を図る観点から，  

地域の実情に応じ，今後，統合化・広域化を推進し，財務・技術基盤の強化を通じた効率的な経営   

体制を図ることが求められている。 

 ② 今後の課題 

  統合化・広域化のメリットとしては，①水資源の確保を総合的，一体的に行うことができること，

②水道施設の合理的配置により重複投資を回避できるとともに，集中管理などによって経営合理化が

図られること，③水の相互融通が可能となり，水利用の合理化や渇水，地震等の自然災害への対応が

期待できること，④料金格差が是正され，広域的な受益の均衡化が図られること等があげられる。 

  水道事業においては，一般的に規模の経済性が存在すると考えられるが，地理的条件等の面から 

事業規模の拡大がむしろ経営面においてマイナスとなる場合もあり得るので，このような地域に  

おいては施設等のハード面のみに着眼するのではなく，経営管理等のソフト面にも重点を置いた広域

化について検討すべきである。 

  なお，平成 19 年 2 月には，学識経験者等からなる「県内水道経営検討委員会」において「これから

の千葉県内水道について〔提言〕」が取りまとめられた。これを受けて，九十九里地域・南房総地域に

おいて実務者検討会が設置され，用水供給事業体の水平統合についての検討結果が平成 22 年 3 月に

公表されるなど，統合化・広域化へのさらなる検討が進められているところである。 

 

（３）計画的な改良・更新の必要性 

 ① 現状 

  東日本大震災の経験を踏まえ，地震等の自然災害から水道施設のライフラインとしての機能を確保

することの重要性が改めて認識されている。また，水道水源である河川等公共用水域の水質汚濁に起

因する問題が発生するなど，水道水の安全性に対する信頼が著しく低下する事象も見られる。 

  このような被害の未然防止や 小限度に留めるための施設能力の向上など，改良事業の重要性が 

今後ますます高まっていくことが予想される。 

  さらに，施設の大量更新期を迎え，施設の改良・更新による支出面の増加に加え，ダム等の水源  

開発に伴う資本費の増嵩も見込まれる。 

 ② 今後の課題 

  耐震性の強化，水道施設のライフラインとしての機能の向上を図るとともに，より良質で安全な 

水の供給に向けて，中・長期的な経営計画に基づいた建設改良計画を策定するなど，計画的かつ適正

な投資に努める必要がある。 
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（４）水道料金のあり方と情報開示 

 ① 現状 

 水道料金は，独立採算の原則により，事業運営の経費を賄うものでなければならないが，一方で，

住民生活に大きな影響を及ぼすものであることから，利用者の十分な理解・納得が得られるもので  

あることが強く求められている。 

 ② 今後の課題 

 水道事業における顧客満足度は，その目的である「清浄」，「豊富」，「低廉」な水の安定的な供給と

いう観点から常に検証されなければならない。 

 すなわち，安全で良質な水の供給が保証され，渇水時においても必要十分な給水が行えるよう   

安定的な水源が確保され，国内のみならず諸外国と比較しても遜色ない品質に見合った合理的な料金

となっていることが必要である。 

 また，総合的な顧客満足度をいかに高めるかという「有効性（効果）」に配慮してサービスを    

実施するともに，顧客に対する「説明責任」を十分に果たし，水道事業に対する信頼性を高めて    

いかなければならないが，その際，サービスの品質の向上にはそれ相応の負担を伴うものであると  

いうことを適切に伝えていく必要がある。 
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